４月１日～宣伝スポットひな形＊アレンジしてお使いください　消費税廃止中央各界連

みなさんこんにちは。私たちは消費税廃止各界連絡会です。消費税の増税中止を求める国会請願署名へのご協力をお願いしています。消費税増税への怒りをぜひ署名にお寄せ下さい。
●（本日）４月１日から、消費税率が８％に増税されました。多くの国民の反対や憂慮の声に耳を貸さず、増税を強行したことに強く抗議します。同時に、いますぐ５％へ戻せ、と要求します。

●私たち消費税廃止各界連は３月５日、朝日新聞に「消費税増税は中止を！」との全面広告を掲載しました。大きな反響で「８％増税では暮らしていけない」「何としても中止を」という声が次々寄せられています。ある大学生は、「学業が本分なのに、バイトでお金を稼がないと大学に通えない。増税なんて馬鹿げている」と悲鳴を上げています。「年金が削られ、増税では二重の負担増」、「たとえ給料が少しあがっても増税で実質収入減になる」、というのが国民の生活実感です。
●各種世論調査でも、国民は景気の回復を実感していません。最近発表された景況調査は軒並み悪化しています。内閣府発表の10-12月のＧＤＰの伸び（年率換算）は０・７％にとどまり、内閣が8％を決断した昨４-６月の４・１％と比べ、減速傾向に拍車がかかっています。ここに、消費税だけでも８兆円という史上空前の負担増がのしかかることで、日本経済が再び、不況のどん底に転落することは明らかです。税収の落ち込みで国家財政も危機を免れません。今、景気回復へ必要なことは、消費購買力を高めるとともに、地域の経済を活性化させ、内需主導に転換することです。大企業の応援ではなく、国民のふところを直接あたためる施策が必要です。
●政府は国民を説得しようと、「財源のため、社会保障のため」の大宣伝広告を次々うち、国民の血税を25億円もつぎ込んでいます。成立した来年度予算をみれば、消費税は社会保障のためでも財政再建のためでもないことが一目瞭然です。収入は増えず、物価は上がり、消費は伸びない、被災地の復興・再生はこれから、このような時に庶民を直撃する増税をおしつけ、一方大企業には、復興法人税の前倒し廃止など、新たな減税のメニューが並んでいます。そして、「雇用の多様化」といって不安定雇用を一層広げ、社会保障制度はかつてない大改悪で、命さえ脅かされる事態です。
●国民の暮らしのための予算が削られる一方、増えているのは軍事費だけです。安倍首相は、特定秘密保護法の制定をはじめ、集団的自衛権行使を可能にする憲法解釈を進めようとしており、「海外で戦争する国づくり」に足を踏み出そうとしています。この文脈を見れば、消費税増税はまさに戦費調達のためでしかないと言わざるを得ません。●来年度の国の税収は初めて、消費税が、法人税や所得税の税収を上回ることになります。日本の税金の中心が、所得の低い人ほど負担が重い消費税になるということをどのようにお考えでしょうか。私たちは憲法の「応能負担」の原則にそって、能力に応じて税金を集め、使い方も、国民本位に改めていくことが必要と考えています。大企業への行き過ぎた減税や富裕層への優遇税制を見直し、国民のくらしと権利を守るルールをつくることが必要ではないでしょうか。

●みなさん。消費税は８％で終わりではありません。次は10％、それ以上への増税が狙われています。大不況・大失業・税金の大滞納時代が幕をあけます。歴代、増税をした内閣は、国民の強い反対で退陣をしているのが歴史の教訓です。安倍内閣の悪政への暴走、国民いじめは許さない、大増税ストップ！という声をご一緒に上げていきましょう。






